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１．今回の事故を踏まえた検討事項について
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今回の事故を踏まえた検討事項について

事業参入の際の
安全確保に関する
チェックの強化

事業参入後の安全確保に
ついてのチェックの強化
（監査の実効性の向上）

運転者の運転技術の
チェックの強化

旅行業者を含めた
安全確保のための対策の強化

ハード面での安全対策の強化

事故発生前に実施した監査や処分で
是正を指示していたにも関わらず、
事故発生後、安全管理上の問題を確認

届出運賃の下限を割った
運賃による運行

長年大型バスの乗務経験が
乏しい運転者が乗務

ドライブレコーダーや衝突被害軽減
ブレーキ等が搭載されていない

車両による運行

＜今回の事故に関し現時点で明らかになっている事柄＞ ＜今回の事故を踏まえた検討事項＞
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２．事業参入後の安全確保についての

チェック機能の強化について②

4



①監査・行政処分の見直しについて
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無通告で営業所立ち入り

・死亡事故を引き起こした場合
・悪質違反（酒気帯び、過労運転等）があった場合
・整備不良に起因すると認められる死傷事故があった場合
・労働局から長時間労働等の通報があった場合
・新規事業者
・道路交通法違反（速度違反等）の通知があった場合 等

支局に呼び出し

・監査対象事業者の
ほか、指導が必要
と認められる場合

・多客期等、バス等の
運行実態を確認する
必要がある場合

バスの発着場等
街頭において実施

監査端緒

フォローアップ（ＦＵ）
監査

（改善状況確認）

改善否の場合
は特別監査

※違反が見つかった場合には、
指導事項通知書を交付等

行政処分

現行の監査・処分制度の概要

改善指示書の交付
聴聞・弁明の機会の付与

特別監査
《全般を確認する監査》

一般監査
《重点事項を定めて行う監査》

呼出指導
《法令遵守に関する指導》

街頭監査（※）

《運行実態を確認する監査》

違反なし違反あり
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交替運転者がいない場合、疲労、
疾病等、安全な運行が継続できな
いおそれを確認した場合

明らかな酒気帯び、無車検運行等
は警察へ通報

運行指示書の記載漏れ
車内外表示不備等

指導事項通知書の交付
（通達）

上記以外の違反

緊急を要する重要な違反

一般監査（呼出）

事業者の全般的な法令遵守
状況について確認

特別監査
（法第94条）

）

課題
街頭監査において法令違反が多数確認されており、違反を早期にかつ確実に是正させる必要がある。

行 政 処 分
（法第40条）是 正 終 了

違反あり

＜見直しの方向性＞

運行中止に至らない違反があった場合でも、一般監査（呼出）を実施し、他の運行についても確認。

違
反
な
し

違反あり

指摘
あり

街
頭
監
査
（
法
第
94
条
）

監査の見直しについて①

監査における指摘事項の早期是正（街頭監査時）
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街頭監査で確認された指摘事項

について、他の運行においても

同様の指摘事項が無いことを確認

その場で
実施・改善が

確認できない場合
点呼未実施
アルコール検知器の不所持等

その場で実施・改善を確認

指摘
あり

その場で安全確保命令
発出

（法第27条 ）
（指摘事項改善命令・
改善が確認できるまで
車両の使用不可）

※新たに追加

３０日以内

民間機関との連携についても検討

違
反
な
し



事業停止

課
題

○ 指摘事項を是正するため、監査終了時点で改善指示書を交付するものの、行政処分後のフォローアップ監査まで
書面等による確認がされていない。

○ 監査官の不足により、法令違反を行っている事業者を十分に把握できていない。

○ 一時的な改善は見られるものの、その改善が継続せずに再び違反を繰り返す事業者が存在。

《
現
行
》

見
直
し
の

方
向
性

○ 輸送の安全に関わる重大な違反が確認された場合は、直ちに法令違反の是正を求めるとともに、必要に応じ、運行を
中止・停止させる。その他の法令違反が確認された場合においても、是正を求めた後、早期に是正状況の確認を行う。

○ 民間団体等の活用により、長期監査を未実施の事業者等の中から法令違反を行っている事業者を事前に抽出する
とともに、是正後も継続的に法令遵守状況を確認することで、監査機能の強化を図る。

《
見
直
し
の
方
向
性
》

継
続
的
に

改
善
状
況
を
確
認

民
間
団
体
等
の
活
用

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
監
査

（改
善
状
況
の
確
認
）

行
政
処
分
等

民
間
団
体
等
の
活
用

法
令
遵
守
状
況
を
確
認

通報

輸送の安全に関わる

緊急を要する
重大な法令違反

車両使用不可命令）

監査から３０日以内

指摘事項確認監査
下記以外

改善

未改善

未改善

車両使用不可命令）
直ちに

車両の運行の中止・停止＋特別監査

未改善

監
査
端
緒

＋

監
視
リ
ス
ト
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車両使用不可命令）
車両の運行の中止・停止

＋
一般監査（改善確認）

新設

許
可
の
取
消

事
業
停
止

早期に是正が
図られない場合
処分を加重

監査の見直しについて②

監査における指摘事項の早期是正

新設

《見直しのイメージ》
一
般
監
査
に
よ
り
違
反
行
為
を
確
認

≪

直
ち
に
是
正
を
指
示≫



課題

○ 事業停止処分、事業許可取消処分は、以下のいずれかの場合に行うことができることとされている。

① 違反点数の累計が一定以上の者（事業停止処分は51点以上、事業許可取消処分は81点以上※）

② 事業停止処分、事業改善命令等に従わない者

③ 輸送の安全確保に関する法令違反の内容が著しい者

＜見直しの方向性＞

○ 複数回にわたり法令違反の状態を是正・改善しない事業者に対し、事業停止処分や事業許可

取消処分を行うことができることとする。

○ 違反行為の悪質性や、事故の及ぼす社会的影響の重大性等、個別の情状を十分かつ総合的に

勘案して、処分量定を加重（事業の停止又は許可の取消）できることとする。

9

※ 違反事実又は違反に伴い引き起こした重大事故等が社会的影響のあるものである場合等は、違反点数を２倍
まで加重できることとされている。

● 軽井沢スキーバス事故

輸送の安全確保にかかる法令違反が多数判明し、違反に伴い引き起こした重大事故の社会的影響が甚
大であるため初めて加重（２倍）を適用

（１５名死亡・２６名重軽傷を負う重大事故）

行政処分の見直しについて①

事業停止、事業許可取消対象となる範囲の拡大



課題

○ 処分日車数における「車両数」及び「期間」の配分方式は、
地方運輸局ごとに定めており、全国で統一されていない。

○ 使用停止となる車両数は、配置車両数及び処分日車数に

応じて決まるが、営業所に配置された全車両数の一定割合
を超えない規定になっている。

○ 貸切バスの稼働率は約５０％（平成26年度）で、台数を

絞った日車方式による車両の使用停止処分では、制裁効果
が乏しいとの指摘がある。

（表）現行の日車配分方式のイメージ

＜見直しの方向性＞

○ 貸切バスの稼働率に鑑み、行政処分により使用停止とする車両数の割合を引き上げることで、
行政処分の実効性を高める。

配置車両数（台）

～
５

６
～
10

11
～
30

31
～
60

61
～
１

～日車数

～３０日車 １ １ １ １ １ １

３１～６０ １ １ ２ ２ ２ ２

６１～１００ １ １ ３ ３ ３ ３

１０１～２００ １ ２ ３ ４ ４ ４

２０１～３００ １ ２ ３ ７ ７ ９

３０１日車～ １ ２ ３ ９ １１ １５

101

100

10

行政処分の見直しについて②

処分の実効性の向上



○ 輸送の安全に特に関わる事項の違反を中心に、処分量定の引上げを検討する。

○ より実効的な処分量定の算出方法について検討する。

＜見直しの方向性＞

行政処分を受ける要件

○輸送施設の使用停止（主なもののみ抜粋）
（再違反の場合は原則として処分が２倍）
（累違反の場合は原則として処分が４倍）

▷運賃料金届出違反（法第９条の２） 20日車（再違反40日車）

▷ 健康状態の把握義務違反（運輸規則第21条）
・把握不適切50％未満 警 告（再違反10日車）
・把握不適切50％以上 10日車（再違反20日車）

▷ 点呼の実施義務違反（運輸規則第24条）
（点呼が必要な回数100回に対して）
・未実施19件以下 警 告（再違反10日車）
・未実施20件以上49件以下 10日車（再違反20日車）
・未実施50件以上 20日車（再違反40日車）

▷ 点呼の記録義務違反（運輸規則24条）
・記録の改ざん・不実記載 30日車（再違反60日車）

▷運行指示書の作成・指示・携行義務違反（運輸規則第28条）
（作成等が必要な30運行に対して）
・５件以下 警 告（再違反10日車）
・６件以上15件以下 10日車（再違反20日車）
・16件以上 20日車（再違反40日車）

課題

行政処分の実効性を高め、輸送
の安全を確保するため、

○ 輸送の安全に特に関わる事項を

含め、処分量定を引き上げる等、見
直しが必要である。

○ 違反項目により「違反件数に関わ

らず一律に処分を課すもの」、「違反
件数や違反割合に応じた量定の処分
を課すもの」等があるが、監査業務の
効率を踏まえつつ、より実効的な処
分の算出方法を検討する必要がある。

○ 監査を効果的に実施するため、
帳票類の保存が無いものについては
処分量定を引き上げる。
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行政処分の見直しについて③

処分量定の見直し



＜見直しの方向性＞

運行管理者資格者証の返納命令を受ける要件 課題

○ 不適切な運行管理に伴い重大
な事故が発生した場合であっても、
運行管理者の業務等にかかる法
令違反の日車の総和が、一定以
上（現行１２０日車以上）とならな
い場合、資格者証の返納命令を
受けること無く運行管理業務が続
けられる。
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運行管理者の行政処分の見直しについて

・資格者自身が酒気帯び、薬物等使用、無免許、救護義務違
反等の悪質違反による事業用自動車の運転を行った場合

・資格者が運行の安全確保に関する違反の事実や挙証を隠
滅、改ざんした場合

・運行管理者として選任された有資格者が、過労運転、酒気
帯び、薬物等使用、無免許、最高速度違反等を下命容認し
た場合

・補助者として選任された有資格者が、過労運転、酒気帯び、
薬物等使用、無免許、最高速度違反等のおそれがあること
を認めながら運行管理者への報告を行わず、また指示に従
わずこれらの違反行為を下命容認した場合

・運行管理者の運行の安全確保に関する違反の処分日車数
が１２０日車以上となった場合

・名義貸しを行った場合

・不正な手段によって資格者証を取得したことが判明した場合

不適切な運行管理に伴う重大な事故が発生した場合、違反の悪質性や事故の及ぼす社会的影響の重大性等、個別の情状
を十分かつ総合的に判断して運行管理者資格者証の返納を命ずるものとする。

システム等により、返納命令を受けた運行管理者をデータ化し、再度運行管理者として選任された際に要監視対象者として
注視するとともに、当該運行管理者を選任した事業者を監査対象事業者とし、監査により運行管理の状況を確認する。



監査・事故情報の分析機能の強化について

監査総合情報
・監査履歴
・処分履歴 等

自動車事故情報
・重大事故基礎情報
・発生の状況 等

自動車検査登録情報
・自動車登録番号
・所有者 等

≪行政の保有する事業用
自動車に関する情報≫

情報分析機能強化に伴う効果情報分析機能の強化

＜概要＞
１．事業用自動車関連
情報の集約

２．分析機能の構築
３．運送事業者等への
情報提供

（新設）
事業用自動車総合安全

情報システム

事業用自動車総合安全情報システムの構築

○ 平成２８年度中に、自動車運送事業者の重大事故や監査・処分記録等に関する情報について、
より精度の高い事故・事業者分析を行うためのシステムの構築を行う。

○ 本システムの構築により、効果的な事故防止対策及び質の高い監査を実現し、更なる事故
削減を図る。

各業界団体 関係行政機関

適正化事業実施機関

○ 車両の特徴に応じた事故分析
例）
・車両の形状・重量と事故率の分析
・走行距離と事故率の分析

例）
・走行距離と長時間労働の相関
・事業規模と処分歴の相関

○ 事業者の特徴に応じた傾向分析
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○ 事故や法令違反を繰り返す
運行管理者・運転者の把握



無通告で営業所立ち入り

・死亡事故を引き起こした場合
・悪質違反（酒気帯び、過労運転等）があった場合
・整備不良に起因すると認められる死傷事故があった場合
・労働局から長時間労働等の通報があった場合
・新規事業者
・道路交通法違反（速度違反等）の通知があった場合
・民間団体等からの通報 等

支局に呼び出し

・監査対象事業者の
ほか、指導が必要と
認められる場合

・多客期等、バス等の
運行実態を確認する
必要がある場合

バスの発着場等
街頭において実施

監査端緒

【試行的に実施中】行政処分

見直し後の監査・処分制度の概要

改善指示書の交付

特別監査
《全般を確認する監査》

一般監査
《重点事項を定めて行う監査》

呼出指導
《法令遵守に関する指導》

街頭監査
《運行実態を確認する監査》

違反なし違反あり
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②貸切バス事業者に対する

運輸安全マネジメント評価の強化について
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運輸安全マネジメント制度

国土交通省の運輸安全マネジメント評価

① 安全方針の策定・周知
② 安全重点施策の策定、見直し
③ コミュニケーションの確保

評価

運輸事業者において、経営トップのリーダーシップの下、
安全管理体制の構築・改善を推進

経営トップのリーダーシップの下、現場を含む組織が一丸となってＰＤＣＡサイクルを構築しながら、
事故の「未然防止」を実現することが究極の目標。

運輸安全マネジメント制度の概要

本省・地方運輸局の評価チームが事業者に赴き、
輸送の安全に関する取組状況を確認し、
継続的改善に向けてプラス評価や助言を実施。

④ 事故、ヒヤリ・ハット情報の収集・活用
⑤ 教育・訓練の実施
⑥ 内部監査の実施 等

運輸安全マネジメント評価 保安監査

事業者の経営トップ等経営部門に対するインタ
ビュー等を通じた予防安全型の支援制度

事業者の現場における業務実施状況のチェックを
通じた事後監督制度

【主な特徴】 【主な特徴】

○事業者の安全管理体制の構築・改善の状況等を確認し
評価・助言（自らのやる気喚起型）

○経営トップの主体的関与の下での自律的な安全管理体
制の構築・改善（スパイラルアップ）を期待

○自主的な取組の促進を期待（結果に強制力なし）

○漢方薬のように中長期的に効果が発現することを期待
（体質改善）

○事業者の法令、命令事項等に対する遵守状況等を確
認し改善命令（是正型）

○現場における施設や取組内容等の法令等への適合を
意図

○改善命令等による改善を意図

○外科療法や風邪薬のように短期的に効果が発現するこ
とを意図（即効性）

相
互
補
完
的
に
密
接
に
作
用

「安全運行の確保」を形骸化させないため平成18年導入
事故発生等の如何によらず、平時より不定期的に事業者を評価
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運輸安全マネジメントによるベストプラクティスの例（バス）

■神奈川中央交通株式会社 ■阪神バス株式会社

【「運転訓練車」の導入】（平成20年度から運用） 【安全組織の充実】

【取組の効果】

【取組の効果】

○事故件数が１／４減少し、特に勤続3年未満の乗務員の
事故件数の割合が減少。

○安全教育等の充実
（事故惹起率の高い乗務
経験の浅い運転士に対する
重点的な安全教育）

○個人面談による管理者側と
乗務員のコミュニケーション
の充実

○運転士の視線や車体の動揺等、運転中の状況を記録・
確認することができる運転訓練車の導入。

○運転士本人が気づきにくい、運転中の本人の運転習慣や
車体の動きについて客観的に確認することで、運転技術
や安全意識の向上を図る。

○経営者に対し、安全に対する積極的な取組（組織や教育の充実、先進機器の導入等）を促す。

○運転訓練後に自らの運転を振り返るとともに、アンケートを
実施することで、改善点を見出している。

（安マネ実施：平成18、20～23、25、27年度） （重点的安マネ実施：平成23、24年度）

勤続3年未満の乗務員の事故件数の割合：
50%（平成24年度）⇒30%（平成26年度）

【安マネの特長】

○安全第一の意識を形骸化させない法人運営（マネジメント）を目指す。

○事故件数が１／４減少。（平成20年度⇒平成26年度）

○「安全管理室」の創設
（平成23年度）

運転訓練車 外観 運転の確認風景

組織図

役員

内部監査部

総務部

業務部

運輸部

安全管理室

創設（平成23年度）

各営業所
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自動車モードに対する運輸安全マネジメント制度の取組実績

１８
年度

１９
年度

２０
年度

２１
年度

２２
年度

２３
年度

２４
年度

２５
年度

２６
年度

合計

バス ６ ５１ ５８ ３８ ４５ ３３ ３０ ３４ ７５ ３７０

タクシー ３ ２２ ２８ １７ １５ １１ １４ １０ ５ １２５

トラック ５ ５５ ７９ ５５ ３４ ４７ ４９ ４２ ２７ ３９３

合計 １４ １２８ １６５ １１０ ９４ ９１ ９３ ８６ １０７ ８８８

○運輸安全マネジメント評価実績（自動車）

（ ８ ）
（ ９ ）
（１０）
（１１）
（１２）
（１３）
（１４）

重大な事故等への対応
関係法令等の遵守の確保
安全管理体制の構築・改善に必要な教育・訓練等
内部監査
マネジメントレビューと継続的改善
文書の作成及び管理
記録の作成及び維持

（ １ ）
（ ２ ）
（ ３ ）
（ ４ ）
（ ５ ）
（ ６ ）
（ ７ ）

経営トップの責務
安全方針
安全重点施策
安全統括管理者の責務
要員の責任・権限
情報伝達及びコミュニケーションの確保
事故、ヒヤリ・ハット情報等の収集・活用

評価項目

○運輸安全マネジメント評価項目別の取組状況
の充足率（自動車モード）（平成２６年度）

（社）

○中小規模貸切バス事業者向け評価手法の開発

【平成２５年１０月】

【平成２５年１０月～平成２６年度末】

・評価項目の重点化（安全の取組に関するPDCAの
P（計画）、D（実施）に重点化）
・評価結果が一目で分かる報告書様式（右図）の作成 など

【平成２７年度】
上記の新たな評価手法を用いて、中小規模貸切
バス事業者に対する本格的な評価に着手。

【評価報告書（総評）】

運輸安全マネジメント評価対象事業者を、全ての
貸切バス事業者等に拡大。（１００社⇒４，０００社超）

○

新たに評価対象となったバス事業者に対する、
より効果的な評価手法を開発。
（初めて評価を受ける事業者に対しても、運輸安全
マネジメント制度の概念が分かりやすく伝わるもの）

○

○

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

大規模事業者

中小規模事業者
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現状の課題

今後の方向性

① 全貸切バス事業者の安全管理体制の構築状況を効率的に確認。（事業者に対する調査票
（自己記入式）の配布・回収を想定）

運輸安全マネジメント評価制度は、経営トップのリーダーシップの下、安全管理体制を構築・改善す
る運輸事業者の取組を行政が支援するもの。（現在、対象事業者数約9,600社。内、貸切バス事業
者数4,000社超）

○

○具体的には、経営トップの安全に対する考え方の確認、社内コミュニケーションの状況、ヒヤリハット
の活用状況等を詳細に調査する（１社当たり４人日程度以上）とともに、監査や監督業務を担当す
る運輸局等の職員が兼務していることから、年100社程度（平成27年度の貸切バス事業者評価）の
実施となっている。
膨大な数の貸切バス事業者への運輸安全マネジメント評価をいかに迅速・効果的に進めていく
かが課題。

② ①による状況確認の結果等を踏まえた、評価実施の優先順位の設定。
（→ この中で第三者機関等による取組も活用）

③ ②の優先順位に基づき、「安全管理体制が不十分」等の貸切バス事業者への迅速・重点的な
評価の実施。

貸切バス事業者への運輸安全マネジメント評価制度の方向性
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